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基調講演

事業承継の集中支援に向けて

	 於：名古屋商科大学

	 平成 30 年 12 月 1 日

筑紫　正宏　氏
（経済産業省経済産業政策局企業行動課　課長補佐（総括））

自己紹介をかねまして

　経済産業省の筑紫でございます。事業承継の大

きな学会のセッションのなかで，経済産業省，特

に中小企業庁でやらせていただいております事業

承継関係の政策，個々の支援メニューを細かく説

明するのは，違う場ではないかとは思っておりま

すが，政府機関という立場で見たときに，事業承

継をどのように考えているのか。そして，特に，

この 1 ～ 2 年は税制関係で非常に大きな前進をし

ています。もちろん，これでおしまいということ

ではありませんが，ここに至るまでの考え方のよ

うなものを少しでもご説明できる場になればと思

います。

　最初に，簡単な自己紹介をさせていただきま

す。経済産業省の企業行動課で，税制全般を見て

います。例えば，法人税の税率を引き下げようと

か，あるいは研究開発関係の減税などもカバーを

しております。そのなかで経済産業省の税制関係

のなかで最も位置付けが重いといいますか，各種

政策のなかでも注目度が高いものが事業承継で

す。事業承継の税制は，具体的には贈与税や相続

税といった税制です。

　今回は，経済産業省全体を見ている立場ではあ

りつつも，一番のトップトピックですから，私に

声がかかったということもありますので，ぜひご

説明ができたらと思います。

　私個人の紹介をさせていただきますと，今は経

済産業省全般の話をしていますが，その前は少し

エネルギーの関係をやっていました。さらに前

は，地域経済の担当を 2 年半くらいやっておりま

した。当時のトピックでいいますと，いわゆる六

次産業化など，農業・林業・水産業などの一次産

業の世界に対して，商工業の世界とどのようにつ

ないでいくのがいいかと。

　正直申し上げますと，この名古屋の土地には立

派なものづくり企業がたくさんありますので，そ

の意味では六次産業化というと場所が違います

が，愛知県であれば，もう少し豊橋市などの三河

とか，あるいはその先のほうに行くとか，あるい

は岐阜のもう少し奥のほうまで行きますと，非常

にお世話になったこともありまして，何回かお伺

いをしたことがございます。そのときに，中小企

業庁にも若干おりました。ちょうどタイミングと

しては，この事業承継税制のもとになります「経

営承継円滑化法」という法律がございます。その

法律が出来ていたときに，隣で六次産業化をやっ

ていました。同期のチームが「経営承継法をつく

るんだ」といって大騒ぎをしていまして，なかな

か大変でした。十数年前の話ですが，非常に懐か

しく覚えております。
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1．なぜ，事業承継が話題なのか

惜しまれつつ廃業した事例

　やや自己紹介が長くなりましたが，内容に入っ

ていきたいと思います。まず，事業承継をどう捉

えるかということです。このあたりは先生方のほ

うがお詳しいと思います。いろいろな事例がござ

います。その土地特有，あるいはもう少し大きな

意味で，場合によっては日本全体でも非常に珍し

いような技術・ブランドなどをもっておられる。

しかも地元に長く貢献されてきた。しかし，どう

しても自主廃業に至らざるを得ないといったケー

スがあるということだと思います。

　今回は高知県の例を出しておりますが，非常に

典型的なケースだと思います。明治 11 年から，

100 年以上ご活躍をされてきました。県内でも非

常に知られていますが，やはり世の中の移り変わ

りとともに後継者がいない，あるいは後継者を見

つけられない状態が長く続いてしまいますと，ど

うしても世の中が動いていくときに，次の手を

打っていく基盤が毀損してしまったということだ

と思います。

　この会社本来が持っているものは非常にいいも

のだったと理解をしています。適切な方が後継に

なられることが見えていれば，そのときそのとき

で，きっと手を打つことができたのだと思いま

す。この場合は，不幸にも途中で社長が急逝され

るということもありました。中小企業のサイズで

いえば，お一人お一人，社長ないしはそれを支え

る番頭さんの個人としてのパワーはどうしても大

事になりますので，そこで欠けが出てしまうと非

常に苦しい展開にならざるを得なかったという

ケースだと思っています。

　このケースの場合は，80 人全員解雇というか

たちになってしまいました。その点では，非常に

残念だなと思っています。ただ，大事なことは，

この一つのケースではなく，これが日本全国，何

十万，何百万とあるということです。潜在的には

何百万，この瞬間も何万という数字があるという

ことが，すごく中小企業庁として大きな問題と捉

えているということです。

中小企業の事業承継が進まない理由

　それを表すのに，われわれがよく使っているの

が，こちらの図です。これは日本全国で高齢化が

進んでいるため，致し方がないのかもしれませ

ん。やはり，経営者の方々の年齢が，特に中央の

部分は，この 20 年で着実に右側に移っています。

1995 年では，40 代後半が主力でしたが，2015 年

では 66 歳まできてしまっていることは，大きな

変化ではないかと思います。



4 特集 1 ：基調講演

　これを経済的なインパクトに差し替え

たものが，こちらです。一番下の「約

650 万 人 の 雇 用 」 と「 約 22 兆 円 の

GDP」というのは，中小企業庁として

「頑張るぞ」というときに使う数字です

から，若干根拠を詰められると苦しいと

ころがないわけではありませんが…。た

だ，日本全国 1 億 2,000 万の人がいて，

就業者数は 5,000 万人とかいうなかで，

そのままにしておくと，この 10 年間だ

けで何百万人が仕事を失ってしまいま

す。先ほどの 80 人のケースのときは，

本当に失ってしまうかたちになったわけ

ですが，そのようなことがあるというこ

とを示しているものです。

　これは相対的に見まして，東京とそれ

以外の地域の差はあるのではないかとい

うスライドです。

　愛知県はここですから，あまりピンと

こないような気はします。しかし，全国

で見ても屈指の数字だと思う愛知県でも

50％。特に，遠くになりますと，秋田な

どでは 70％近くなってきます。その意味

では，特に地方の活力を奪っているとい

うことです。中小企業庁の目線で見ます

と，東京・愛知・大阪などの主力のとこ

ろで，しっかり稼いでいただくのと同時

に，北海道や東北，あるいは島根・四

国・中国。地域それぞれの経済がしっか

りすることも非常に大事ですから，その

意味で見ても，非常に重要な問題だと捉

えています。

　このあたりは見ていると，だんだん元

気がなくなってくる数字です。倒産より

廃業のほうが圧倒的に多いのはいかがな

ものかというか，明らかに，ここにミス
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マッチが生じているということではないかと思っ

ています。

　いろいろな理由があると思いますが，廃業の理

由を聞いてみると，「後継者が見つからない」と

いう理由がやはり一定の割合になる。

　これは個人事業主も入っているものです。「当

初から自分の代でやめようと思っていた」という

方が多いですし，「事業に将来性がない」という

話もあります。このようなところは，それぞれの

経営者の方のご判断だと思いますが，「後継者が

見つけられない」「お子さんが継ぐことがなかな

か難しい」という理由で，廃業を予定している会

社がそうとうな割合あります。やはり，地域ある

いは日本の財産が失われるとまで言ってしまうと

若干語弊があるのかもしれませんが，少なくとも

築き上げたものが一旦崩れてしまうという意味で

は，非常に大きな機会が失われる恐れがあるもの

だと思います。

　このスライドは，よく役人同士で戦うときに使

うスライドです。何がポイントかというと，廃業

せざるを得ない会社のなかには，黒字の会社がた

くさんあるということです。

　それから，廃業をしている会社がもたらす効果

をいろいろ計算して弾いてみると，廃業をするこ

とによって，国全体の経済にはマイ

ナスだという結果が出てきます。こ

れは生産性でとっていますので，生

産性が高い会社がやめてしまって，

日本全体の生産性の平均値が下がっ

てしまうと思っていただいたらいい

かと思います。

　そういう議論をよくしています。

この図では，真ん中のところです。

ここが非常に問題だということを

言ったりするのに使っているスライ

ドです。

　これも似たような趣旨です。廃業

予定の企業のなかにも，好業績の企

業がたくさんあることを表したりし

ています。このあたりは，おそらく

先生方はご存じの話が多いと思いま

すので，ペースを上げていこうと思

います。

承継する覚悟が欠けている…

　これもご参考に，事業承継による

若返りです。経営者の方の年齢を，

先ほど高知県の例のときに若干ご紹
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介しましたが，本来，明治時代から 100 年も続い

ているような会社は，ずっと適切なときに代替わ

りがあって，何となく先代が 40 歳くらいで継い

で，60 歳，70 歳くらいになって，次の方につな

ぐのが見えてくるときに，少し仕事を分けて，新

しいところは御曹司のほうでとか，そういうポー

トフォリオをうまく組みながら会社を大きくして

きたわけです。やはり，そういうときに大事なの

は，40 代，50 代くらいで，投資意欲が旺盛で，

次を担うんだという覚悟のある方がおられるとい

うことです。そういう方がおられないと，どうし

てもやはり，これは個人としてみれば立派な方は

たくさんおられるとは思いますが，大きなサイズ

では，やはり若い経営者，40 代・50 代の経営者

が，候補がいることはすごく大事なことだと思っ

ています。

　実態はどうかといいますと，「準備は進んでい

ない」というアンケート結果になっています。

　このようななかで，政府としてどのようなこと

を考えているのか，どのようなことを目指してい

くのかというのが，次のテーマなのだろうと思い

ます。

2．事業承継の集中支援

事業承継支援は，後継者がいる企業が対象になる

　ここから先は，政策の何をやっているのかを説

明するスライドが続きますので，若干細かくなっ

てきて申し訳ないところもありますが，大きく申

し上げて，中小企業庁として事業承継の問題に関

わっていない職員は基本的にいないと思います。

われわれの政策メニューで言えば，金融支援，信

用保証協会，税制もありますし，さまざまな新し

いことをトライアルされたときの補助金，災害対

策，いろいろなパターンがありますが，そのいず

れについても結局，そのなかでも後継者の方がお

られるか，あるいは後継者の方が準備をされてい

る会社なのか，そうではないのかということは，

常にみんな頭の中で考えながら，いろいろなメ

ニューをつくっていっています。

　ここから出てくるのは，事業承継そのものを直

接応援するタイプの施策が多いので，どうしても

そういうものが中心になってきますが，その背景

に，いろいろな中小企業庁のメニューが，ある程

度，事業承継を頭の片隅に起きながら設計されて

いることは強調しておいたほうがいいのではない

かと思っています。そのうえで，事業承継そのも

のにどのように取り組んでいるのかということで

す。

　左側と右側に大きく分かれています。左側は，

後継者が決まっていないので，とにかく後継者候

補をどうやって連れてくるのか。決まっていない

というのは，大きく分けて二つパターンがありま

す。本当に人がいないのか，相手を見つけられな

いのか。「後継者がいない」と言っていても，必

要性を気付いておられないとまでは言いません

が，社長自身が「俺もう少し頑張れるな」と思っ

ておられるケースも結構あるというのが正直な感

想です。その意味では，適切な後継者の方に，ま

ず後継者のレールに乗ってもらう。それが左側の

話です。

　一方で右側は，「後継者は，この人がやってい

くんだろう」ということが見えてきたとき，「後

顧の憂いなく頑張って，この仕事継いで 20 年後，

30 年後も頑張るぞ」といったときに，きちんと

制度になっているかどうかについて言いますと，

いろいろな批判があるということは認識していま

す。

　一番よく出てくるのは，今日の話題にあります

が税制です。相続税，贈与税が高いという話。そ

れから，個人保証や金融関係の部分についても，

一定の改善の余地はあるということだと思ってい
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ます。そういった部分と大きく左と右に分かれて

います。

　最近は，この下の「事業承継補助金」というも

のが出てきました。この右側の部分は，事業承継

をすること自体にかかる制度的な目的ですが，最

近新しく検討しているのは，事業承継をした後で

す。要するに，先代から引き継ぐに当たり，会社

としては不安定な状態になりますので，そこをサ

ポートするところまで手を伸ばしたいと思ってい

ますので，承継後のチャレンジ支援を新しくつけ

ています。このような事業承継の補助金みたいな

ものもスタートしています。今年は数百件の実績

だったかと思いますが，このようなところにも少

しずつ手を広げてきているところです。

3．�気づきの機会の提供 
（事業承継ネットワーク）

地元のしかるべき機関がネットワークの基軸として

　以下，中身について説明します。事業承継の

ネットワーク。先ほどのメニューでは左側のほう

です。事業承継のネットワークとして，都道府県

の，基本的には中小企業庁そのものは良くも悲し

くも東京にある組織ですから，そこから各経営産

業局，ここであれば中部経済産業局が名古屋にあ

るわけです。それでも，やはりブロックに一つし

かありません。中部ならば名古屋に，中国なら広

島にあるということになってしまうわけです。や

はり，それぞれの地元で根を張っているセン

ター，機関の皆さま方に，ぜひネットワークの基

軸を担っていただくことを，中小企業庁として若

干後ろになってしまいますが，サポートさせてい

ただきたいというのが，このネットワークです。

　中小企業庁として説明するときに，ここがいい

ところだと思っているのは，この「プッシュ型」

という表現です。この表現自体は「気持ちはわか

るんだけど，少し煩わしいんだよね」みたいな声

を聞くこともありますが，「押しかけ的にであっ

ても，事業承継大事ですよね」と積極的に働きか

けること自体は，気付きの機会ということでは大

きな意味があると思っています。

　それこそ，私どもの経済産業省全体の仕事は，

最近では災害支援などが多くて，福島の事故以

来，非常にいろいろな災害の対応をしています。

困っておられる方，あるいは潜在的にはきっとお

困りになるのではないかと思うけれども，ご本人

は「困っている」とはっきりはおっしゃらないよ

うな方にも，お声がけをしていくような取り組み

は意味があると思っています。いろいろ伺うと，

「現場は大変なのだよ。知らないヤツが口出しす

るな」と怒られることも多々ありますが，大きな

志としては，間違っていないと理解をしておりま

す。

　この制度自体は，県に事務局をお願いして，関

係の商工会議所，あるいは私どもの中小機構や経

済産業局などもお手伝いをさせていただきながら

やっていくことをイメージしています。

　平成 30 年度から 47 都道府県に拡大をしており

ますが，このようなネットワークを用意していま

す。

　実際に，お声がけをしていくときの材料になる

ものとして，事業承継のガイドラインが，この下

に書いてあります。「事業承継ガイドライン」を

つくっています。もともとは 10 年くらい前につ

くったものを順次改定していっているものです

が，本当に簡単な「10 年後の夢を語り合える人

はいますか」など，そういったところから始めて

いきまして，「いいえ」が多いと，「それは少しお

考えになったらいかがでしょうか」ということを

するため，このようなわかりやすいものを含めて

用意をしています。

　これが結果です。特に先行的にやっておられる
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方を中心に，結果をご紹介します。このスライド

を使うときに，よく話題になるのは，一つだけ変

な県があります。群馬県だけ，すごく変な数字に

なっています。ここの青色の棒グラフの割合がす

ごく大きいです。要するに，事業承継の診断をす

る件数を数えているのですが，その件数のなかで

青色の部分。これは金融機関が貢献してくれてい

るところが非常に大きいです。実際には何が起き

ているかといいますと，「桐生信用金庫」という

名前だったかと思いますが，地元の信金さんが，

営業部隊の仕事とまでは言わないかもしれません

が，基本的なメニューの一つというか，基本的な

活動の一つとして「事業承継の診断をしっかりや

りましょう」と，日ごろ，お客さんにお声がけを

していただいていると聞いています。

　要するに，地元で本当に根を張って仕事をされ

ている方が，本気になってサポートに入れば，い

ろいろな気付きの機会を提供できていることの何

よりの証しだと思います。それぞれの地域ごとに

特徴があると思いますので，このやり方が 100 点

ということは必ずしもないと思いますが，今，中

小企業庁が全国でいろいろお願いをしている方々

の結果を伺ってみると，いろいろなパターンがあ

るという気がします。

　逆に，緑色は商工団体ですから，商工会議所な

どが中心のところがすごく多いケースもあります

し，地元ごとにやり方があるのではないかと思い

ます。

4．マッチング支援 
（事業引継ぎ支援センター/ 後継者人材バンク）

第三者の後継者を紹介する…

　事業引継ぎ支援センターです。いわゆるマッチ

ング支援です。ビジネスに近い部分ですから，

「本当は政府がやらなければいけない仕事なのか」

と，少なくとも財務省からは批判を受けていま

す。とはいえ，誰かが担わなければならない部分

ですので，「いや，そんなことを言っても……」

と言ってやっている部分です。

　どのような人を応援したいのかというところで

す。これは本当に後継者を紹介するというもので

すから，そのなかで後継者紹介のビジネスは，当

然手数料をどこかから取らなければいけなくて，

実際には採用をされた会社から手数料をいただく

のが，いわゆる人材紹介ビジネスの基本です

が……。

　左上の年商 10 億円とかあるような大規模な会

社であればいいのですが，中堅規模，あるいは小

規模になっていけばいくほど，「わざわざ手数料

を払ってまで後継者を探すか」といいますと，別

に後継者がいらないわけではないのですが，現実

問題として手数料をなかなか払うことにならない

と。少なくとも一定の部分について，公的にお手

伝いする部分があるのではないかと。

　このスライドを使うときに，左上で説明をして

いるのは，大規模なディールみたいなところは，

「リクルートなんとか」みたいな立派な会社がい

ます。真ん中の中規模なところには，日本 M&A

センターなど，いわゆる中小企業向けの M&A，

あるいは，数は多くはないかもしれませんが，株

式売買の仲介を専門とするコンサルタントの方が

何社か，それなりの専門家として活動をされてお

られるので，そこは企業にやっていただきたい

と。

　他方で，さらに小さい世界。一部取り組み始め

ている方が出てきていますが，さらに小さい世界

のところは，「しばらくは政策的な支援をさせて

いただきながら，マーケットができるのを，何と

かのばしていきたいんです」という説明をしてい

ます。

　これは事例です。「バロ電気工業」という名前
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になっていますが，実際には，広島銀行がかなり

右に左にうまくつなぎながらやっていただいたと

理解をしています。やはり，つなぐ人は大事だと

いう感じがします。

　こちらは，おそらくセンターのほうが最後まで

頑張って引っ張っていった事例として紹介をして

います。

　似たような話で，もっとミクロな話では，「後

継者人材バンク」ということで，完全に後継者に

なりたい人を集めるリストのようなものもつくっ

ています。この事例が出てくるのは，本当に，い

わゆる街の焼肉屋を経営されておられるご婦人の

例ですが，本当にかなりミクロなものですが，紹

介をしています。

　あと，地域おこし協力隊などとも協力できれば

と思います。地域おこし協力隊は，どちらかとい

うと自治系の地域まちおこしみたいな文脈ではよ

く出てきます。表の一番左の平成 21 年度の頃と

比べると，今はすごく大きな制度になっています

が，このような制度も，よく話題になってくるの

は，3 年間の任期終了後のことです。任期終了後

にどのようにしていくのかと。地元に残りたいと

いう方は多いのですが，残りたくても仕事がない

という話もよくあるなかで，うまく連携できない

だろうかということを，今年から始めています。

　先日もイベントをおこないまして，「ぜひ地元

のお仕事を承継しませんか」ということをやって

います。

　ここまでが一番先頭のスライドでいう左側，気

付きの機会です。そして，右側です。制度として

どうかと。この制度の話は，若干細かくなってき

ています。税理士の先生に説明をするということ

であれば，それも良いのですが，今日の趣旨にど

こまで沿うかというところもあので，適宜捨象し

て進めたいと思います。

5．�事業承継税制の抜本拡充（特例処置） 
その他の税制支援

30 年度改正で実現したもの

　お伝えしたいのは，事業承継の税制自体は，今

年度 4 月 1 日から大きく変わっています。そうと

う大きく，制度が変わっていまして，非常に大き

く前進をしたと思っています。その考え方を，ま

ず簡単にご紹介します。

　旧制度には，いくつか課題があるとされていま

した。このなかでは，例えば，ここの部分です。

左のところです。後継者の方が，株式を会社とし

て相続されるわけですが，その株式の 100％は，

実は納税猶予にはならない制度です。あくまで会

社としての経営を存続するために，必要な株式に

限って納税を猶予するという制度ですから，

100％ではなくて特別決議の 3 分の 2 まで議決が

あればいいでしょうとか，そういうものがたくさ

んかかっていって，実際は 50％弱しかサポート

してくれない制度だったりします。

　そのような論点がありまして，実際に使われて

いる件数でいいますと，この 10 年で合計 2,000

件です。多いと見るか，少ないと見るか，評価は

ありますが，年に 100 件としたときに，年間で廃

業している数は，先ほど言いました何万という数

字ですから，これはさすがに寂しい数字である

と，政策的には問題だと思ってきたところです。

　それを今回，どのように変えたのかというとこ

ろですが，先ほどご紹介をした問題点なども含め

て，抜本的な改正をしています。スライド左側か

ら説明をしますが，左の図は改正前では，納税猶

予となる株式は限られていた。3 分の 2 の上限が

あって，かつ相続税で 80％がかかりますから，

53％になるわけですが，半分くらいしか納税猶予

になっていなかったものを，100％に変えること

になっています。
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　それから，かつての制度は，「一人の方から一

人の方に」という制度でした。これは何が起きる

かというと，例えば，先代の社長が 60％，奥さ

まが 30％，その弟さんが 10％を持っているとい

うケースでは，社長の持っている 60％分にしか

使えなかったわけです。しかも一人の後継者とい

うことになりますので，お兄さまならお兄さま，

お姉さまならお姉さまが社長になるときの，その

社長の分しか相続猶予が使えませんでした。実際

には，ご兄弟で部門を分けられるといったときに

は使えませんでした。そこについては，複数対複

数ができるようにしました。基本的には「3 対 3」

と申し上げていますが，最大 3 人に対して，バラ

して承継させて猶予が受けられるようにしたとい

うところです。

　それから，左側のかつての制度ですが，「5 年

間で平均 8 割」という雇用要件がありました。こ

の雇用要件を満たせないと「金を払っていただき

ます」という制度でした。5 年間に新しい社長が

どこまで頑張るかにもよるとはいえ，ビジネスは

水ものですから，実際にはすごく頑張ったけれど

も，どうしても世の中の景況との関係でうまくい

かなかったというケースもあったはずです。

　しかし，うまくいかない場合には，相続税を払

わなければいけない制度になっていました。これ

は非常に厳しいと，そこまでのリスクを取って継

ぐことはなかなか難しいというケースがあるなか

で，今回から，5 年間で平均 8 割の要件が満たせ

なくても納税猶予は継続できるという制度に変わ

りました。

　それから，一番最後，売却や廃業までしてし

まった。結果的には雇用要件を守れなかっただけ

ではなく，会社として手放さざるを得なくなった

というケースの場合です。このときは，さすがに

制度上は相続税を払うことになるわけですが，こ

のときの相続税の金額についても，事実上，相当

ディスカウントできるような制度にしました。ど

のようなことかと言いますと，今までの制度で

は，継いだときの値段をずっと引っ張っていき，

5 年後なり，8 年後なりに売却したときには，そ

の昔の値段をベースに検討された相続税を払うこ

とになっていたのですが，新しい制度の場合は，

廃業であれば，その廃業をするときの株式の価格

になっています。当然，廃業をするということ

は，それなりに金額が落ちていますので，相続税

の金額も下がってきます。売却の場合には，当

然，売れた金額に応じてキャッシュが入ってきま

すので，そこから一部を税として納めていただく

という，ある種，支払う側の立場に沿った制度に

するということで大きく変えてきたのが，この事

業承継税制です。

　ちょうど昨年の今ごろに，中小企業庁と財務

省，それから自民党の税制調査会の先生たちと議

論をして今のかたちにしたというものです。

　このあたりの細かなものは，1 枚ずつ資料を入

れておりますので，もしご興味があれば，一つず

つ見ていただけたらと思います。

事業承継税制の改正点

　一つ目，これが先ほど申し上げた 53％のもの

です。これは比較的わかりやすいと思います。

　あと，この雇用要件についてのものが入ってい

ます。

　それから，最後売却のときの株式税額評価の話

です。

　現在，事業承継税制は，手続き的には都道府県

にお世話になることになっています。都道府県庁

に認定の計画を出して，その認定を受けた後は，

税務署に必要なときに申告をしていくというプロ

セスになります。

　今，出ているますのは贈与税の図ですが，次の

スライドが相続税になっております。
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　若干の違いはありますが，ある程度，基本的な

ところはほとんど一緒です。最初に都道府県庁の

ほうに出して，その承認を取った後に，5 年以降

は税務署に定期的に報告をすればいいといった制

度です。

「特例」事業承継税制の適用

　このスライドは，税理士の先生方に説明をする

ときにも使っているスライドですから，細かなこ

とが書いてありますが，ぜひ，これだけはご理解

いただきたいという箇所があります。「これだけ

は絶対に説明してください」と，中小企業庁に言

われた場所があります。

　ここに，「後継者の方が何をしますか」という

ことを書く欄があります。1 年目に，実際に，そ

の株式を継いだ後に，「今の経営上の課題はなん

だと思いますか」と。それに対して，「こんなこ

とをしていこうと思っています」と，「1 年目に

はこんなこと，あんなこと」ということが書いて

あるわけですが，これを書こうと思ったら，結

構，真剣にやっていただく必要があるのかもしれ

ませんが，さすがに中小企業の事業承継として

やっていただくことを前提としていますので，こ

のようなところは，お詳しい方に聞いていただけ
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ればと思います。

　ここで何かガチガチ申し上げるつもりはありま

せんので，このような欄を見ても「『なんか面倒

くさいな』とか思わずに，書ける範囲でいいです

から書いてください」と。これだけは絶対に伝え

てほしいと，中小企業庁から言われていますの

で，これだけは 3 回くらい強調して今日はお伝え

したいと思います。とにかく，われわれが，この

制度でやりたいのは，ここで人がいることなの

で，後継者がいます，後継者がこの人ということ

が決まっていることが大事なのです。こちらはお

いおい決まっていく話ですから，どうしても役所

の冷たい形式では伝わりませんので，あれです

が，ここにおられる方は非常にお詳しい方ですか

ら，ぜひ，しつこく言っていたことだけはお伝え

をしておきたいと思います。

　実際には，認定支援機関の方のアドバイスなど

も取っていただいて，うまく気付きの機会になれ

ばということです。

　おかげさまで，どんどん件数が増えています。

これは 9 月末の数字です。9 月だけで 222 件，累

計が 597 件ですが，直近の 10 月末の数字では，

「597」のところが「973」に変わっていますので，

毎月申請件数が増えているというペースです。先

ほど，ご紹介をしたときに 10 年間で 2,000 件し

か使っていなかったのですが，全く違うペースで

話は進んでいると思っています。

　この計画の申請は，今ある制度のなかでは 5 年

間のうちに計画申請を出すという制度になってい

ます。これは一時的な措置ということになってい

ます。では，6 年目以降に何が起こるのかという

ところについては，「5 年経ったら，すっぱりや

めます」と言うつもりは，中小企業庁としてはあ

りませんが，少なくとも他の政府機関との関係で

は，5 年間は制度が存続するところだけは決まっ

ていますので，ぜひ，この 5 年のうちに計画を出

していただきたいというのが，中小企業庁からの

お願いというか，「ぜひお願いをします」という

ところです。

　この部分，税制上の措置という意味では少し弱

いですが，今後のことを考える意味では，もう少

しウィングを広げたいと思っています。今まで説

明したのは，相続税・贈与税のところです。した

がって，基本は親族です。ところが，実際には親

族ではなく，同業の方や地元のつながりの方など

に引き継ぐ。形式上は M&A という形になって

しまいますが，そのようなケースも応援させてい

ただきたいと思っています。

　まだ，これはあまり対外的に言っていけないの

ですが，措置の内容としては，まだ改善の余地が

あります。件数的には，まだ数十件くらいしか使

われていませんし，措置のメニューとしてもすご

く税金が下がるかというと，そんなこともありま

せんので，これについては，これから政策として

育てていきたいと思っています。経済産業省本体

としては，親族に承継をすることが，まずは第一

歩ですが，親族ではない方にも，意欲のある経営

者に引き継いでいただくのであれば，税制上の措

置をしっかりと用意したいと思っています。

6．（参考）31 年度改正に向け要望中

個人事業主の事業承継税制の創設

　それから，個人事業主の方の事業承継のところ

は，今まさに調整中です。新聞記事などに出たり

もしていまして，今まさにやっているところです

から，本日の資料は，まだ考え方しか書いていな

い資料ですが，この年末（平成 30 年）には，来

年度以降の制度に一定の方向性が出てくると思い

ます。

　個人事業主の方が継ぐことになりますと，土地

については小規模宅地の特例というものがありま
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して，相続税が大きく下がる制度があります。そ

れは土地だけですし，相続税だけになります。相

続税だけということは，事前に後継者を決めて引

き継ぐ。贈与税のケースのときは使えないことに

なっています。やや不公平のある制度になってい

ます。土地だけではなく，建物や機械など，例え

ば，地方であれば旅館，あるいは卸売りなどと

いったときには，必ず建物や倉庫が大きくなって

くると思いますので，そのようなものも使える制

度にしていくと。その代わり，これまで説明しま

した法人版の関係の事業承継と同じように，一定

の期間，事業をしっかりと継続していただく。さ

すがに雇用要件を課せという議論にはなっていな

かったと思いますが，一定の期間，きちんと地域

で事業を続けることを前提に，相続税や贈与税を

猶予するという制度がつくれないかと調整をして

います。

7．事業承継補助金

チャレンジする事業者を応援します

　最後に，事業承継補助金です。中小企業庁の話

に移るときに少し紹介しましたが，今まで，基本

的には事業承継そのものにかかる障害を，何とか

取り除けるように税制をやってきています。実際

には，引き継いだ後のほうが，もしかしたら本番

かもしれません。社長が代わると，社長のネット

ワークであった取引先，あるいは従業員の方，

「この機会に自分も引退します」というような方

も，どうしても出てきます。そのようなときに，

何とか再浮上して，今まで以上に頑張っていくこ

とのできる会社になっていくためのサポートが何

とかできないだろうかと思っています。

　一応，経営者の方が代わるとき，あるいは会社

自体を，M&A をかけて少し組織形態を変えるな

どといったときに，新しく設備を買ったり，投資

をすることになったときには，一定の金額を補助

させていただくという制度です。

　金額的には，500 万円が一つ上限になってきま

す。補助率 3 分の 2 とか，2 分の 1 とかあります

が，細かなメニューをご紹介したいわけではな

く，事業承継後に少し落ち込んでしまうかもしれ

ないところを，できるだけカバーして，新しい

チャレンジに向かっていけるところまで，中小企

業としては手を伸ばそうとしてきていますので，

少しずつ，このあたりの制度も拡大して，トータ

ルのパッケージとして用意できればと思っていま

す。

　これは事例です。この制度はまだつくったばか

り，というのは言い方がざっくりしすぎています

が，直近は，まだ数百件くらいですから，これか

ら補正予算が出てくるたびに少しずつ重なって大

きくしようと思っています。

　簡単な事例のご紹介をしています。株式会社

ジャパン・ミヤキ，株式会社イージャンワークス

など。どうしても，ものづくり関係の会社が中心

ですが，新しい社長が来られたときに，先代の方

では使っていなかったような設備を新しく買っ

て，より面白いもの，より新しいものを，お客さ

んにご提供するといった例です。

　最後になりますが，今日，特に後半は中小企業

庁のメニューの紹介が中心になってしまったもの

ですから，やや退屈なところがあったかもしれま

せん。今日，ご紹介したかったことは，事業承継

自体は中小企業庁のすごく大きなミッションです

し，それを気付きのところ，その事業承継の瞬間

のところ，それから，その先。フェーズに分け

て，少しずつメニューをつけてきています。なか

なかとろいと言われれば，とろいところもありま

す。いろいろなご批判は謹んで承って改善してい

くしかありません。他方で，皆さまのさまざまな
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ご意見，ご支援をいただいて，少しずつメニュー

が拡大してきていることは事実だと思っていま

す。

　ですから，引き続き，さまざまなご指導を賜り

まして，国として用意できるところを一歩一歩広

げいきたいと思っております。ぜひ，ご協力を賜

われればと思います。もっと申し上げますと，少

しでも使っていただけると，次の制度を伸ばすと

きに，われわれとしてはすごくやりやすくなりま

すので，どこかで知り合いに紹介していただける

とありがたいですし，あるいはどこかで紹介いた

だいて，一人でも多くの方の支援を賜りながら，

大きな制度をつくっていただきたいと思います。

今日は半分以上，お願いばかりで何をしに来たの

か？というところではありますが，どうもありが

とうございました。

司会 それでは，フロアからご質問をどうぞ。

野村 株式会社 MAC コンサルタンツ／ミッドラ

ンド税理士法人の野村（誠）と申します。今日

は，ありがとうございました。私は愛知県の事業

承継ネットワーク構築事業の「後継者育成塾」の

講師もしています。事業承継の税制の話をすると

きに，非常にネックとなるのが，今回，特例措置

と一般措置と 2 本立てで，従来の 3 分の 2 が残っ

ているわけです。10 年限定の特例措置が終わっ

てから一般措置に戻るときに，今回特例が受けら

れるので，一人の後継者が 100％，この特例を

使ってもらった後に，10 年経ってから，一般措

置のほうで，3 代目（自分の子ども）に譲ろうと

したときに，自分が受けている猶予が免除される

条件が，納税猶予制度を使って渡した場合にしか

免除されません。

　その納税猶予制度が使える割合が「67」になっ

てしまいますから，「33」については確定事由に

該当してしまい，自分が受けていた贈与税・相続

税の納税と利子税の納税もしなければいけない。

そこについては，特例制度においては，譲渡した

場合の再計算の扱いがありますので，5 年持ち続

けたという四つの要件を満たせばクリアできます

が，いささか矛盾しているように感じます。

　3 人の方に承継を拡充した場合に，70％をも

らった人，15％をもらった人，15％をもらった人

がいたときに，15％を特例でもらった人たちは，

3 代目に贈与で渡したのにもかかわらず，全額猶

予打ち切りになってしまいます。

　ですから，3 代目に渡すときに，一般措置に

戻ったときに，ぜひ一般措置の制度を納税猶予で

渡しただけではなく，暦年でもいいから渡した人

は免除してあげるというようにしないと，今の場

合では，2 代目は死ぬまで残りの「33」を持ち続

けないと，免除が受けられない制度です。ですか

ら，そこはぜひ改定いただけるのか，10 年後の

延長なり，一般措置の拡充がおこなわれる可能性

があるかというところをお聞きしたいと思いまし

た。すみません，ちょっと堅い質問で…。

筑紫 すごいプロ向きな質問が出たという感じが

しました。まず，おっしゃる論点は，今回，その

説明を飛ばしてしまいましたが，5 年間で計画を

出していただいて，平成 39 年 10 月 23 日まで，

10 年以内に承継をおこなうケースについて，特

例的に大きく制度を動かしたのが，今回の制度改

正です。

　これには，どのような背景があるかといいます

と，事業承継自体は非常に大事です。一方で，こ

れは若干世知辛い話になりますが，相続税自体は

むしろ厳しくする方向で，政府全体が動かしてい

ます。数年前に，相続税の基礎控除が 5,000 万円

から 3,000 万円におりました。特に，「アパート

なんかをつくります」みたいな話が出てしまった

りしていますが，相続税全体については，むしろ

厳しい制度になっていくなかで，なぜ事業承継に
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ついて，特例措置を大きくするのかというのは，

これは政府内でも非常に議論があります。そこ

で，ある種の妥協点として出てきたのが，この考

え方です。

　要するに，今，事業承継をしないと，これはも

う日本の財産が失われてしまうと。ですから，事

業承継の税制は大きく拡充をする。ただし，逆に

言うと，「今がすごく大事だから」という説明は

多少入っていることで，拡充してもいいという議

論に持っていきましたので，どうしても，この 5

年間，10 年間という，ある種の時限的な措置と

いう色がついてしまったというのは，昨年の顛末

です。

　この部分は，まず質問にストレートに答えると

すれば，中小企業庁として，そう簡単に諦めるつ

もりもありませんので，当然，それは数年後に

「この特例措置は恒久化だ」といって二枚舌を使

うといいますか，「去年と言っていることが違う

じゃないか」と言ったら，「そんなの忘れました」

と，おそらくやりに行くのだと思います。ただ，

それがうまくいくかどうかは，全く別の問題で

す。いろいろな，それこそ自民党の先生方も，い

ろいろな考え方の先生がおられますので，経済産

業省としては絶対に恒久化を目指していくんだと

思いますが，それが必ずしもそうなるかというの

はわからない。ですので，ご指摘の論点のところ

は，きちんと直していかなければいけないんだと

思います。

　今年，調整しているなかでも，昨年つくった制

度の一部手続きの改正が入っていまして，それは

ご指摘の論点ではなかったと思うのですが，やは

り，どうしてもかなり大きな制度をつくったもの

ですから，順次，そういった手続き的なところの

改正は入れています。それは引き続き，毎年の改

正で手当をして，「少しでも使いやすいような制

度に」ということだと思います。

　大きな意味で，中小企業庁や経済産業省として

はトライしますという話を越えて，5 年先，10 年

先，どうなると見ているかということについて，

真摯にお答えをすると…どうなのでしょうね。

　やはり，5 年先，10 年先で，どこまで政策的に

説明できるかということではないかと思っていま

す。引き続き，事業承継が大事だということは，

たぶん 5 年後，10 年後もあまり変わらないと思

います。なぜ，そう申し上げるかといいますと，

最初のスライドで，この山の話をしました。結

局，どうしても世の中全体が右に動いている。こ

の流れ自体は変わらないと思います。確かに事業

承継をやっていく，進めていくべきですし，少し

でもしっかりと後継者を確保しましょうというの

は，すごく大事ことですが，一方で，日本全体で

見ると，「人生 100 年時代」とかいっているわけ

で，なお，このようななかでも，元気に，次の時

代も含めて経営をされ続ける方も相当数出てこら

れるのだと思っています。

　そうなりますと，事業承継みたいなものを引き

続き政策的にしっかりやるというのは，これは引

き続き大きなイシューであり続けると。むしろ，

もっと深刻かもしれません。深刻というのは，今

60 歳の方から 40 歳に引き継ぐときと比べて，75

歳とか，あるいは 80 歳の方が，60 歳や 55 歳の

方に引き継ぐのは，もっとハードルが高いかもし

れません。もっと段差が高いかもしれないところ

を，みんなで後押しをして「もう少し頑張りま

しょう」と。今まで築き上げてきたものを地域の

ため，日本のために「頑張っていきましょう」と

いうことをやっていかなければいけないとする

と，もっと意味がある制度になっているかもしれ

ないわけです。

　そういうときに，その事業承継の税制自体が，

特例 5 年きたから「はい，おしまいです」という

ことになってしまうのか，「いや，そうじゃない
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んです」と。5 年前につくったときの事業承継の

大事さは，それはそれですごく大事だったけれど

も，今の事業承継の大事さ，難しさ，政策的に支

援する必要性は，さらに少し質が変わって，もう

少しあるということを，しっかり説明ができるこ

とが大事だと思います。

　当然，それは私どもの仕事ではありますが，そ

こに向かう材料は絶対に教えていただきたいとも

思ったりもしますので，引き続き，よろしくお願

いします。

男性A 貴重なお話をありがとうございます。お

話をお聞きしていて，若干，私のイメージが少し

ズレているかもしれないので，教えていただきた

いと思います。

　事業承継が非常に重要な問題だというのは，当

然，ここの学会に属しているので，私もよく理解

をしています。では，なぜ，この事業承継に対し

て国が対処していくのかということで言うと，い

ただいている資料の 8 頁（事業承継による生産性

の向上）にありましたが，生産性の高い企業を集

中的に支援するということで，日本の国力をしっ

かり維持する，あるいは，さらに高める。これが

政策的な意味ではないかと思っています。

　それとの対比でいったときに，先ほど，承継計

画については，計画の中身は……，言ってしまえ

ば，「中身はどうでもいいから，後継者がいれば

書いて出してくれればいいよ」というスタンス

が，そもそもおかしいのではないかなと思ってい

ます。

　中小企業庁として，まさに国のお金を使って支

援するということであれば，それだけの事業性の

ある会社になってもらいたいわけです。この経営

計画をつくることを通じて，そういう会社を目指

してほしいと。そういう会社を目指すのであれ

ば，支援しますと。「そういう会社を目指すこと

を，しっかり考えていないのだったら支援しませ

ん」くらいの位置付けでやっていかないと。単に

後継者がいれば，誰でもいいから，とにかく継が

せるというものであって，政策的な意味を発揮で

きないのではないかと思ってしまうわけですが，

いかがでしょうか。

　むしろ，先ほど廃業のところのお話でも，廃業

が悪いことではないといいますか，よりいい仕事

ができるところに人材をシフトさせていくこと

が，国としても必要なのだろうなと。そうする

と，むしろ将来性のない事業はどんどん廃業して

いただく代わりに，新しい事業を起こしていく

と。そちらを支援していくのが，本来の流れでは

ないかなと思います。大変恐縮ですが，コメント

を頂戴できればと思います。よろしくお願いいた

します。

筑紫 すみません。ちょっと口が滑っていたかも

しれません。まず，ご指摘はそのとおりだと思い

ます。まず政策的な意義で申し上げると，まさに

ご紹介いただいたとおり，このスライドを使わせ

ていただきましたが，上のところ，結局，廃業を

される会社はいろいろあるけれども，その会社が

廃業されたときに，平均値を押し下げるのか，押

し上げるのかと。ある種，「致し方ないよね」と

いう会社もたくさんあるのだと思います。そうい

うところまで政策的に支援するのかといわれれ

ば，少なくとも政策的に支援する意義があるの

は，廃業によって平均値を押し下げてしまうよう

な場合だというのは，先ほど，ご紹介をしたとお

りですので，まさに先生のおっしゃるとおりだと

思います。

　そのうえで，先ほどおっしゃっていた 40 頁

（「特例」事業承継税制を適用するにあたっては）

の計画のところについてです。やはり，継ぐ以上

は，当然，日本全体の生産性が高まっていくなど

という，上滑った言い方になってしまいますが，
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それだけ，政府の支援に値する，将来性のある会

社，稼ぐ力のある会社であるべきだと思います。

もっと言いますと，この法律のなかに，このよう

な様式が入っているのは，これは法律上の立て付

けが，まさにそうなっているからです。

　「経営承継法」の法律の中身は，何と書いてあ

るかというと，ある程度，日本全体の中小企業の

事業活動を活性化するという大きな目的に照らし

たときに，新しい人に引き継いでいくことは大事

なので，そういう計画をつくっている人に対し

て，相続税・贈与税の融通がかかっていくという

制度になっているのです。したがって，順番でい

うと，おっしゃるとおり，計画のほうが先なので

す。新しく事業展開をつくることが先だからこ

そ，このような形になっていますから，その意味

では，先生のご指摘は，まさにおっしゃるとおり

だと思います。

　一方で，「ここについてとやかく申し上げるつ

もりはない」と，実際に申し上げたのは，われわ

れの担当者の肌感覚からすると，継ぐか継がない

かというときに，やはり継ごうかなと。先ほど出

ていた，左の気付きの機会と，右の実際に継ぐと

いう段階があったと思うのですが，やはり右の段

階まできていただける方は，良くも悪くもいろい

ろな個人的な葛藤なり，「親父の会社大丈夫か？」

みたいな，そういうところも含めて越えてこられ

た方だなと思っています。

　この紙に向かい合うときまでに，いろいろな個

人としてのハードルを越えてこられた方だと思っ

ています。ですので，このような紙の手続きのと

ころで躊躇される，要するに「役所は敷居が高い

んだ」みたいに思われるのは，やっぱりもったい

ないと思っています。

男性A 一番大事なのは，そこの支援機関の役割

だと思います。当事者が，「この程度でいいや」

と思っていたとしたら，「もっとここまでちゃん

とやろうよ」と，「やったら会社がよくなるのだ

から」ということを，ここでちゃんと指導をして

いただかないと意味がないだろうなと。

　ですから，この役割はすごく大事なのではない

かと思っています。「何となく今，有象無象」と

言うと，言い方が悪いですが，いろいろな業者

が，ここに口を出していくと，ビジネスチャンス

になる，儲かるということで入ってこようとして

いる。それをただ単に，それを認めて金儲けの手

段として，これを使わせていくというのは本末転

倒ではないかなと。まさに，ここでおっしゃって

いる指導や助言を，しっかり本質的に意味のある

ものとしてやっていくような，全体として，そう

いう仕組みづくりが，ここから先大事なのではな

いかなと思います。

筑紫 ありがとうございます。本当におっしゃる

とおりです。


